
 

財政的援助団体等監査 

 

 

（１）監査対象団体、監査実施日及び監査の結果は、平成２７年２月２５日発行（山梨県 

公報号外第九号）山梨県監査委員告示第一号のとおり 

  

（２）監査の結果に基づく措置状況 

 

監査対象団体 山梨県土地開発公社 

所 管 部 局  企画県民部 

監査実施日  平成26年9月18日、10月15日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 平成25年度末に取得し、平成26年度に南アル

プス市に寄附した、釜無川工業団地汚水排水管

埋設施設用地の取得費1,981,199円について、

平成25年度時点では、流動資産の土地として資

産計上すべきであるが、販売管理費として経費

処理されていた。 

 

 

２ 長期の未収金（破産債権）が次のとおり認め

られた。（決算日現在） 

山梨ビジネスパーク売却代未収金 

511,178,450円 

 

１ 当該土地は、平成26年3月31日に取得した

ものであるが、平成26年7月7日に南アルプ

ス市に寄附を行い、7月10日には南アルプス

市への所有権移転登記が完了していること

から、平成25年度の決算修正はできないが、

今後は、資産の取扱については十分注意し、

適正な会計処理を徹底する。 

 

２ 債務者が既に破産しているが、土地に抵

当権を設定していることから、今後は現所

有者や他の債権者等の動向に注視しなが

ら、未収金については、土地の任意売却や

競売等の最適な回収方法や実施時期を検討

及び実行し、回収に努める。 

 

（意  見） 

公社は、平成 22 年度に策定された改革プラ

ンに基づき、平成 23 年度以降新たな事業は行

わず、平成 49 年までに残務処理を終了し解散

することとして、県の財政的支援のもと、借入

金の計画的な処理や長期保有土地の売却、未収

金の回収等に取り組むとともに、平成 26 年度

以降はプロパー職員を置かないこととして、地

方三公社を一元化した地域整備公社で残務処

理を行っている。 

平成 24 年 4 月、公社が分譲した市川三郷町

大塚地区拠点工業団地の土地に大量の転石や

廃棄物が混入していたことが判明し、この問題

に対応するため、公社は、転石や廃棄物の撤

去・除去等に要した約 6.5 億円の新たな債務

と、隣接未分譲地の売却断念によりこの造成等

に伴う金融機関からの借入金 4.6 億円の合計

約 11.1 億円の債務を負うこととなった。 

県は、公社がこの債務を自力で返済すること

は不可能であるとして、平成 25 年 3 月、改革 

 

・ 未売却地の早期売却 

  今後は、土地の売却価格の見直しや  

適正な土地管理を行うとともに、県及び地

元市と緊密に連携を取りながら早期に販売

できるよう努力していく。 

 

・ 大規模太陽光発電施設の賃料収入の継続 

的な確保 

  随時、土地の維持管理状況を確認すると

ともに、事業用定期借地権設定契約に基づ

き、毎年度、事業者からの事業実績の報告

を受けるなど、貸付料の延滞が生じないよ

う注意していく。 

 

・ 債務の縮減 

  破産債権については、指導事項２の措置

のとおり、未収金の回収を進めることとす

る。また、損害賠償請求訴訟については、

訴訟代理人である顧問弁護士と協力しなが 



 

 

プランを改定し、従来の方針を継続するなか

で、新たな支援を追加したところである。 

公社は、改定後の改革プランに基づき、県か

ら支援を受けて債務処理を着実に行うことは

もとより、可能な限り債務の縮減を図る必要が

ある。公社が保有し、未売却となっている八田 

御勅使南地区工業団地、山梨ビジネスパークの

2 区画については、改革プランにおいて平成 27

年度末の完売を目指しているところであり、県

や市町村との連携を図るなかで積極的な販売

努力を行い、早期売却を図られたい。 

市川三郷町大塚地区拠点工業団地の未分譲

地については、大規模太陽光発電施設を誘致

し、活用されることとなったが、この賃料収入

の継続的な確保に努め、債務の縮減を図られた

い。また、破産債権や転石等が混入していた土

地に係る損害賠償請求訴訟への適切な対応に

より、さらなる債務の縮減に努められたい。 

ら、できる限りの対応を行っていく。 

 

監査対象団体 公益財団法人 長田ふるさと財団 

所 管 部 局  企画県民部 

監査実施日  平成26年8月28日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

 長田ふるさと財団助成金について、助成金の

請求のための実績報告書が助成事業者から１

月に提出されていたにもかかわらず、助成金の

交付が５月まで遅延しているものがあった。 

 

 

実績報告書は１月に提出されたが、内容

審査に時間を要したため、額の確定及び助

成金の交付が５月になってしまった。 

今後は、実績報告書の審査を円滑に進め、

速やかに助成金の交付を行う。 

 

監査対象団体 公益財団法人 やまなみ文化基金 

所管部局 企画県民部 

監査実施日 平成 26 年 9 月 4 日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 平成 24 年度中に発生した基本財産普通預金

の利息について、平成 24 年度中に流動資産 

に計上されるべきところ、固定資産に計上され

ていた。 

 

２ 基本財産について、定款第 5 条において「こ

の法人の目的である事業を行うために不可欠

な別表の財産は、この法人の基本財産とする」

と 規 定 さ れ 、 別 表 に お い て 有 価 証 券

300,000,000 円と定めているが、貸借対照表で

表示されている基本財産は、普通預金

1,860,000 円、有価証券 299,222,000 円（額面

 

１ 年度中に発生した基本財産普通預金の利

息は、当該年度中に流動資産に計上するこ

ととする。 

 

 

２ 貸借対照表で基本財産と表示されていた

普通預金 1,860,000 円は､平成 26 年度末現

在の貸借対照表から、特定資産に表示を替

える。また、基本財産である有価証券（額

面合計 3 億円）の定款上の記載については、

貸借対照表の記載（科目：投資有価証券、

金額：償却原価法による評価額で表示）と



 

 

合計３億円、償却原価法による評価を適用）、

合計 301,082,000 円と表示され、定款で定める

基本財産の内容と相違していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務諸表に対する注記（重要な会計方針）に

ついて、消費税等の会計処理の注記が記載され

ていなかった。 

整合を図るため、定款別表（第５条関係）

の内容の欄中「300,000,000 円」を「額面 

300,000,000 円」に改正する。あわせて、有

価証券は、買換え時に一時的に現金預金で

保有する場合などもあるため、定款別表（第

５条関係）の財産種別の欄中「有価証券」

を「有価証券等」に改正する。 

 別表：基本財産（第 5 条関係） 
  

改正後 

財産

種別 
内 容 

有価

証券

等 

額面 300,000,000円 

   
  

改正前 

財産

種別 
内 容 

有価

証券 
300,000,000円 

 

  

（平成 27 年 5 月 29 日評議員会議決済み） 

 

３ 財務諸表に対する注記について､消費税

等の会計処理の注記を記載することとす

る。 

（平成 27 年 5 月 29 日評議員会議決済み） 

 

監査対象団体  公益財団法人 山梨県農業振興公社  

所 管 部 局  農政部 

監査実施日  平成26年9月29日～30日、11月7日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指摘事項） 

  就農支援資金貸倒損失引当金が特定資産の

控除項目として計上されていた。この引当金

は、前回監査で引当根拠がないものとして指導

された就農支援資金免除引当金を取崩し、同額

を特定資産の控除項目として計上したもので

ある。 

   就農支援資金の貸倒引当金は山梨県農業振

興公社就農支援資金貸倒引当金規程及び同貸

倒引当基準に基づく必要額が、その他固定資産

の控除項目として別に計上されていることか

ら、就農支援資金貸倒損失引当金は上記規程及

び基準に基づかない引当金として過大計上さ

れていた。  

 この過大計上により、結果として、資産及び

利益が2,022,050円圧縮されていた。 

  

この就農支援資金貸倒損失引当金

2,022,050円については、平成27年5月開催

の理事会、平成27年6月に開催予定の評議員

会の承認を得て、平成26年度決算で経常外

収益として計上し、県からの就農支援資金

借入金を繰り上げ償還する際の財源とす

る。 

(平成27年10月の約定償還にあわせて実施

予定) 

 

 



 

 

（指導事項） 

１ 山梨県中北農務事務所から受託している白

州地区上教来石工区鳥獣害防止柵設置工事積

算業務について、委託料の減額変更契約が行わ

れていたが、変更契約の締結及び変更契約の費

用に係る支出負担行為伺いの作成がされてい

なかった。 

 

２ 長期未収金が次のとおり認められた。 

（決算日現在） 

就農支援資金貸付金の償還金（5名）  

5,461,000円 

 

３ 退職給付引当金が平成25年度末において

1,072,003円過大に計上されていた。 

 

 

４ 貸借対照表等の内容を補足する重要な事項

を表示する附属明細書において、引当金の明細

を表示しなければならないとされているが、貸

倒引当金及び就農支援資金貸倒損失引当金の

明細の記載がなかった。 

 

５ 平成25年7月1日から平成26年3月31日までの

課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申

告において、特定収入割合が５％を超えている

ため特定収入に係る課税仕入れ等の税額は仕

入税額控除の対象にはならないが、特定収入に

係る課税仕入れ等の税額を含めたまま仕入控

除税額が計算されているため、過少申告となっ

ていた。 

 

６ 流動資産に計上されている有価証券 

12,896,402円は、市場価格のある国債で運転資

金の目的で保有しているものであり、満期保有

目的の債権には該当しないが、満期保有目的の

債権の評価方法である償却原価法で評価され、

時価評価されていなかった。 

 

７ 会計規程第4条に「公社の会計は、定款の定

めるとおり区分する。」と定められているが、

定款に会計区分に関する条項がなく、定款と規

程の相互の整合性がとれていなかった。 

 

８ 全国農地保有合理化協会に対する平成25年

度担い手支援資金借入金限度額について、理事

会の承認を受けた金額を超えた損失補償額で

損失補償契約を締結し、契約締結後に変更承認 

 

１ 公社内で調査したところ、支出負担行為

伺いを作成したことを確認したが、書類の

管理不十分により関係書類が保存されてい

なかった。今後は、このようなことが無い

よう適切な書類の整理・保存を徹底する。 

 

 

２ 現在も早期の回収に努めており年々減少

しているが、早期の回収に努める。 

 

 

 

３ 平成26年度決算で修正する。今後このよ

うなことのないよう県条例改正状況の把握

に努める。 

 

４ 決算書類の作成に当たっては、より入念

なチェックを行い、今後、附属明細書等へ

の記入もれがないようにする。 

 

 

 

５ 平成26年10月31日に修正申告を行った。

消費税及び地方消費税の確定申告について

は、入念なチェックを行い、適切な申告を

行う。 

 

 

 

 

 

６ 運転資金としていた有価証券について、

これまで取崩が無かったため、満期保有目

的の債券と同じ評価をしていたが、保有目

的が異なるので平成26年度から時価評価す

る。 

 

 

７ 平成27年3月の理事会に付議し、会計規程

を改定し、定款との整合を図った。 

 

 

 

８ 損失補償契約を締結する時点で、借入限

度額を超える借入が必要となる可能性が生

じたため、損失補償契約を締結し、実際の

借入前に借入限度額の変更の承認を受けれ 



 

 

を受けていた。 

 

 

 

９ 会計規程第38条に「契約の事務手続きは山梨

県財務規則に準じて行う。」と定められている

が、農地継承円滑化事業に係る小淵沢地区整備

工事の工事請書に、契約保証金免除の条項が記

載されていなかった。 

ばよいと考えてしまった。今後は、損失補

償契約について、借入限度額内で行うこと

とする。 

 

９ 現在この事業は廃止されているが、類似

の契約を行う場合には契約保証金免除の条

項を記載する。 

 

（意  見） 

公社の経営については、平成 27 年 2 月に、

山梨県農業振興公社改革プランが改定され、平

成 30 年度までを計画期間とする経営計画が示

された。 

公社は、これまで基金の運用方法の見直し

や、国や県等の行う様々な事業を取り込むこと

で収支改善に努め、職員体制の見直し、人件費

の削減などの合理化を行い、経営健全化に向け

た改善を図ってきた。さらに、平成 25 年 7 月

には公益財団法人に移行し、平成 26 年 3 月に

農地中間管理事業法に基づく農地中間管理機

構として指定を受けている。  

農地中間管理事業の開始とともに廃止とな

る農地保有合理化事業における長期保有農地

の処分については、平成 22 年度末で全て完了

し、現在は売却差損に係る借入金の返済を行っ

ているところであるが、この負債の返済は、収

益事業の利益を充てる必要があるため、経営の

合理化を総合的に推進するとともに、土地改良

事業の設計・積算業務などの積極的な受託によ

り収益事業の収益を確保する必要がある。 

平成26年度からは、農地集積・集約化と耕作

放棄地の発生防止・解消を図る中核的な事業体

である農地中間管理機構として、農地中間管理

事業を推進することとされている。本県は耕作

放棄地の割合が高く、農業生産の拡大、県土の 

保全等のうえで耕作放棄地の解消が喫緊の課

題となっている。公社はこれまでに農地保有合

理化事業を拡大していくため、耕作放棄地の所

有者に対するアンケートや耕作放棄地解消事

業を行ってきたが、これらのノウハウを活かし

た耕作放棄地の解消や、周辺農地と合わせた利

用の促進を県や市町村等と連携して進め、農地

中間管理事業の効率的かつ効果的な推進に取

り組む必要がある。 

また、就農支援資金については、平成 26 年

度から貸付主体が公社から日本政策金融公庫

に変更され、貸付事業は終了したが、公社の業 

 

公社の担う役割は、農業経営の規模拡大、

農用地の集団化、新たに農業経営を営もう

とする者の参入促進等による農用地利用の

効率化及び高度化の促進を加速化するた

め、農用地の中間的受け皿として一層重要

となっている。 

 このような中で、公社の経営安定を図る

ためには、長期保有農地の売却差損の確定

に伴う借入金の早期返済に努める必要があ

る。 

 このため、収益事業である土地改良等受

託事業は借入金返済の財源となることか

ら、今後とも、県、市町村、農業団体から

の農用地等の開発・改良のための事業を積

極的に受託していく。 

 また、平成26年4月から始まった農地中間

管理事業については、平成26年3月に策定さ

れた県基本方針に沿って、県、市町村、市

町村農業委員会、ＪＡ、農地利用集積円滑

化団体、土地改良事業団体連合会等の関係

機関・団体との連携を密にする中で、各市

町村が作成する｢人・農地プラン｣を基に、

事業を実施することで効率的かつ効果的に

担い手等への農地集積を進めていく。 

 さらに、就農支援資金の未収金について

は、主たる債務者や連帯保証人からの返済

を引き続き求めていくとともに、返済額の

増額を求めることにより延滞債権の早期回

収に努めていく。 

 なお、就農支援資金の県への償還に当た

り資金不足となる事案については、県と対

応を検討していく。 

  今後、本県農業の担い手となる農業者等

に農地を集積する農地中間管理事業の役割

は益々重要となっていくものと想定される

なかで、公社の限られた人員で最大限の事

業を行うために、これまで蓄積してきたノ

ウハウを活かすとともに、職員の意識を高 



 

 

務としてはこれまで貸し付けてきた貸付金の

回収・償還業務を行い、延滞債務者からの早期

の債権回収を図る必要がある。 

県への償還期限（平成 30 年度）と、就農者

からの償還期限（平成 34 年度）が異なり、公

社が一時的に立て替える必要があることから、

処理方法について検討する必要がある。 

今後は適正な会計処理のもと、一層の経営合

理化を進めるとともに、収支の改善を図り債務

残高の縮減に努められたい。 

め、農地集積及び担い手の育成のための事

業に積極的に取り組んでいくとともに、一

層の経営合理化を進め、債務残高の縮減に

努める。 

 

 

監査対象団体  山梨県道路公社  

所 管 部 局  県土整備部 

監査実施日  平成26年9月17日、10月15日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 平成25年度全国地方道路公社連絡協議会東

北・関東ブロック研修会に係る2名分の負担金

及び懇談会会費が、負担金ではなく、旅費とし

て支給されていた。 

 

２ 平成26年3月28日に納品された雁坂トンネル

周辺ガイドマップの配布残枚数及び郵便切手

の期末残高が、資産計上されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 雁坂トンネル有料道路について想定される

修 繕 見 込 額 270,000,000 円 に つ い て 、

70,614,000 円しか計上していないため、

199,386,000 円の引当金が不足していた。 

 

４ 除却した車両の廃車・解体費用11,680円につ

いて、固定資産除却費として費用計上すべきと

ころを、別途購入したパトロール車の取得価格

に含めていた。 

 

 

 

 

５ 購入したパトロール車に係るリサイクル預 

 

１ 今後は、研修会に関わる旅費請求時のチ

ェックリストを作成し、支出科目の確認強

化を図り適切な処理を行う。 

 

 

２ 雁坂トンネル周辺ガイドマップについて

は平成26年度中に全て配布し、平成27年3月

31日時点での在庫はなくなったが、郵便切

手については、受払簿と現物を照合して、

平成27年3月31日現在の残高を確認し、平成

27年5月28日に理事会で承認された平成26

年度決算において残高を貯蔵品として資産

に計上した。 

  今後は、印刷物及び郵便切手の在庫管理

を適切に行うとともに、年度末の在庫につ

いては決算において適正に反映する。 

 

３ 現在、設備更新を実施中のため、それを

踏まえ、修繕見込額について今後検討して

いく考えであり、不足する場合には引当を

行うこととする。 

 

４ 平成27年5月28日に理事会で承認された

平成26年度決算において、パトロール車の

廃車・解体費用を除く修正を行い、適正な

取得価格を計上した。 

今後は、車両の購入・廃車に関わる支出

負担行為伺い時のチェックリストを作成し

適切な処理を行う。 

 

５ 平成27年5月28日に理事会で承認された 



 

 

託金について、売却又は除却されるまで資産計

上すべきところを、車両の取得価格に含めて減

価償却の対象としていた。なお、他の車両に係

るリサイクル預託金についても、平成 25 年度 

末の貸借対照表において資産計上されていな

かった。 

 

 

 

６ 小井川駐車場の賠償責任保険料の仕訳科目

について、小井川駐車場管理費とすべきところ

を、田富高架下駐車場管理費の役務費としてい 

た。 

平成26年度決算において、車両に係るリサ

イクル預託金については、適正な取得価格

及び減価償却額となるよう修正し、資産と

して計上した。 

今後は、車両の購入・廃車に関わる支出

負担行為伺い時のチェックリストを作成し

適切な処理を行う。 

 

６ 今後は、支出負担行為伺い及び支出命令

時のチェックリストを作成し、チェック体

制の強化を図り事業ごとの適切な仕訳を行

う。 

（意  見） 

公社の経営については、雁坂トンネル有料道

路について、実績交通量と計画交通量との乖離

が大きいため、平成 23 年 12 月に改定された経

営計画に沿って、経費の削減や交通量増加に向

けた取り組みを進めてきた。また、建設時の借

入金の償還が平成 28 年度まで続くことから発

生する資金不足を補う必要があり、平成 24 年

3 月に経営計画を一部変更し、県の長期無利子

貸し付けを受け、経営改善に努めているところ

である。 

今後とも、適切な道路管理を行うとともに、

経営計画の着実な実行を図られたい。 

 

経営計画に沿って、引き続き利用促進対

策に積極的に取り組むとともに、維持管理

費の更なる削減に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益財団法人 山梨県下水道公社 

所 管 部 局  県土整備部 

監査実施日  平成26年8月27日、10月22日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 2月の大雪の際の各浄化センターの除雪業務

と甲斐市のマンホールからの汚水漏れ補修業

務について、支出負担行為の決裁を受ける事な

く、緊急業務委託依頼書を相手に送付して業務

を執行していた。その後、支出負担行為を作成

し、契約書を事後で締結し、支払を行っていた。 

 

 

２ 財務諸表に対する注記（固定資産の減価償却

の方法）について、リース資産の減価償却の方

法の注記が記載されていなかった。 

 

３ 未収金に対する貸倒引当金の計上基準につ

いて、法人の定めがなかった。 

 

４ 消費税の会計処理は税込方式によっている

が、前回の監査において税抜処理されているも

のがあったが、今回も同様に、報償金支出につ

 

１ 除雪業務他について、今後は包括的民間

委託に含め、個別の支出負担行為及び契約

を必要とせず、業務の執行ができるよう改

善する。 

 

 

 

 

２ リース資産の減価償却の方法について、

財務規程に定めるとともに、平成 26 年度決

算より記載する。 

 

３ 貸倒引当金の計上基準について、財務規

程に定める。 

 

４ 報償費について、平成 27 年度より税込処

理する。 

 



 

 

いて税抜処理されているものがあった。 

 

５ 修繕請負契約において、契約保証金額の欄に

「保証金額」の記載が漏れていた。また、保証

金に代えて保証会社の保証書を契約保証の担

保として徴していたが、公社財務規程には保証

会社の保証書をもって契約保証金の納付に代

える旨が記載された条項が認められなかった。 

 

 

５ 契約書の契約保証金額の欄に、「保証金

額」又は「免除」を必ず記載するとともに、

保証会社等の保証書をもって契約保証金の

納付に代える旨を財務規程に定める。 

 

 

監査対象団体 山梨県住宅供給公社 

所 管 部 局  県土整備部 

監査実施日  平成26年10月1日～2日、11月5日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指摘事項） 

 平成25年度中に完了していない空き家修繕

工事について、年度末に検査確認が完了したと

して県に実績報告書を提出し、平成25年度の県

営住宅等の管理業務の受託額に含めて精算を

していた。 

 

当該修繕工事に係る県からの委託料につ

いては、平成26年12月26日付けで県に返納

した。 

今後は、年度末における工事の完了状況

の確認を徹底するとともに、委託料の実績

報告に際しては、計上に誤りがないよう、

内容審査を複数の職員により確実に行うこ

ととし、職員に周知徹底を図った。 

また、実績報告を作成する際に、内容が

適正であるか一覧で確認できるよう、チェ

ックリストを作成する。 

（指導事項） 

１ 賞与引当金の中に、平成25年6月支給で土地

開発公社に支払うべき金額が443,308円含まれ

ており、年度末で未精算であった。また、賞与

引当金の貸借対照表計上額が131,518円過大に

計上されていた。 

 

 

 

２ 山宮賃貸住宅について事業活動の損失が 

7,737,751円発生しているが、地方住宅供給公

社減損会計処理基準に定める減損処理がされ

ていなかった。 

 

３ 山宮賃貸住宅の建物について、借地契約の残

存年数で償却しており、平成34年5月14日借地

契約が終了するが、残存価格を1円とすべきと

ころ10％としたため、平成34年度末に未償却残

高が22,703,735円残存している。償却不足額は

1年間で2,134,500円発生している。 

 

１ 兼務している役職員の賞与を立替払いし

ていた土地開発公社から平成26年4月15日

付けで請求があり、平成26年4月30日に賞与

引当金の未精算金を精算した。また、引当

金については、複数の職員によるチェック

強化を図り、適正な加算率、支給率により

計算した数値を計上する。 

 

２ 平成27年5月28日に理事会で承認された

平成26年度決算において、減損会計処理基

準を適用し185,181,819円の減損損失を計

上し、反映させた。 

  

３ 平成27年5月28日に理事会で承認された

平成26年度決算において、減損会計処理基

準 を 適 用 し 残 存 価 格 を １ 円 と し

185,181,819円の減損損失を計上し、反映さ

せた。 



 

 

４ 管理人手当について、所得税の源泉徴収をし

ていなかった。 

 

 

 

５ 退職給付引当金が平成25年度末において、 

1,484,036円過大に計上されていた。 

４ 甲府税務署の指導を受け、管理人手当に

ついて源泉徴収を行い納付している。今後

は、源泉徴収漏れのないよう報酬及び給与

の支給の際には厳重な確認を行う。 

 

５ 退職手当の額は、山梨県住宅供給公社職

員退職手当規程により、山梨県職員の退職

手当に関する条例の適用を受ける職員の例

によることとなっているが、平成25年度決

算における退職給付引当金を県の給与改定

前の給料表により積算したため、過大計上

となってしまった。今後は、県の関係条例

の改正に注意を払い、適正な支給率により

引当金を計上する。 

（意  見） 

公社は、平成 22 年 10 月に策定された改革プ

ランに基づき、分譲事業を廃止するとともに、

県営住宅の管理代行を主体とした経営への移

行を実施し、また、支払利息軽減のための無利

子貸付や事業損失の補填のための補助金の導

入など、県からの支援を受けながら経営改善に

努め、改革プランの目標は概ね達成された。 

平成 26 年 3 月の第二次改革プランの策定に

合わせ、公社の存廃について改めて検討した結

果、プロパー職員の減少に伴う組織力の低下、

借入金の返済長期化が中長期的な課題として

挙げられ、総合的な判断として、公社は平成 

50 年度に解散するとの方針と債務解消に向け

た県による財政支援の強化が決定された。 

平成 50 年度の公社解散に向けて、公社が連

帯債務者となっているファミリー賃貸住宅割

賦事業及び特定優良賃貸住宅割賦事業への対

応は大きな課題である。また、将来的には、金

利上昇や地価下落による資産の評価額や賃貸

料収入等の事業収益の減少等の懸念もある。 

今後とも、事業の縮小整理に合わせた組織の

見直し、コスト削減等による利益の確保、ファ 

ミリー賃貸住宅割賦事業等への適切な対応等 

に努め、改革プランの着実な実行を図られた

い。 

 

第二次改革プランに基づき、ファミリー

賃貸住宅割賦事業等の未収金問題への対応

や、平成50年度の公社解散に向けた事業の

縮小整理、債務処理対策に取り組むととも

に、各事業を適正に管理・運営し経営健全

化に努めていく。 

 

監査対象団体 公益社団法人 山梨県私学教育振興会 

所 管 部 局 総務部 

監査実施日  平成26年9月3日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

 一部の講師への謝金について、所得税を源泉

徴収していなかった。 

 

  甲府税務署の指導を受け、本人から源泉

徴収を行い、納付した。 



 

 

   今後、事務処理や手続き上のミス、ある

いは不手際がないよう十分に注意する。 

 

監査対象団体 公益財団法人 山梨県緑化推進機構 

所 管 部 局  森林環境部 

監査実施日  平成26年9月9日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 一部の講師への謝金について、所得税を源泉

徴収していなかった。 

 

 

 

２ 公益財団法人山梨県緑化推進機構給与規程

第 7 条において、「職員に支給する給与は、こ

の規程に定めるもののほか、支給条件、支給額、

支給方法等については、山梨県一般職の職員の

例によるものとする。」と規定されているが、

代表理事、事務職員の扶養手当、通勤手当につ

いて認定行為がなされないまま支給されてい

た。 

 

３ 郵便切手及び収入印紙の期末残高が、貸借対

照表に資産として計上されていなかった。ま

た、枚数の管理は行っていたが、金額の管理が

されていなかった。 

 

 

 

４ 財務諸表に対する注記において、指定正味財

産から一般正味財産への振替額の内訳に償却

原価法適用に伴う基本財産の利息振替額が記

載されていなかった。 

 

１ 所得税の源泉徴収については、10人未満

に対する謝金の支払であることから「納期

の特例」により納付した。今後は、すべて

の案件について、確認して対応する。 

 

２ 県の指導を受け、速やかに諸手当の認定

行為を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 保有資産の金額及び数量の管理について

は、管理ファイル等を活用し、一括管理す

るとともに、貸借対照表に資産として計上

する。 

 

 

 

４ 公認会計士の指導を受け、該当項目の記

載が必要な際は、適正に対応することとし

た。 

（意  見） 

基本財産の運用については、同機構の資産運

用規程により円建外国債券等も運用対象とし

て規定しており、基本財産 1,075,777,294 円の

うち、300,000,000 円を円建外国債券（仕組債）

で運用していた。 

機構が運用している円建外国債券は、金利変動

リスクが高く、平成 25 年の年間利回りは約

0.22％で、同時期に購入した利付き国債の年利

1.50％の 1/7 程度となっており、今後も外国為

替相場等の変動により、運用収入に著しい変動

を生じる恐れがある。 

また、償還期限での元本保証はあるとはい

え、運用期間も 20 年と長く、解約権は原則と 

 

当機構の外国債については、公益財団法

人設立前の平成14年及び平成17年に当機構

の資産運用規程に基づいて購入したもので

ある｡現在の「公益法人の設立許可及び指導

監督基準」及び「同運用指針」に照らせば

適当ではないが、直ちに解約することはか

えって基本財産に損害をあたえることか

ら、満期保有の原則に従い､慎重に取り扱う

こととする。 

また、現在の債権が償還された場合の資 

産運用については、予算策定時の理事会に

おいて、国債、地方債などとする方針を定 



 

 

して債券発行体にあり、平成 25 年 12 月 31 日

現在の時価では多額の評価損が発生している。       

さらに、一部の債券発行体の格付けは購入時

から著しく低下し、同機構の資産運用規程で定

めた格付けの基準を下回る時期もあった。 

「公益法人の設立許可及び指導監督基準」及

び「同運用指針」においては、「基本財産の管

理運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が

確実に回収できるほか、固定資産としての常識

的な運用益が得られ、又は利用価値が生ずる方

法で行う必要が有り、外貨建債券等の価値の変

動が著しい財産又は方法で管理運用すること

は、原則として適当でない。」こととされてい

ることから、公益目的事業の継続的・安定的な

遂行のため資産運用規程の見直しを検討する

とともに、慎重な運用に留意されたい。 

めているが、今後も安定した運用益が得ら

れるよう、資産運用規定の見直しを行い、

適切な資産運用に努める。 

 

監査対象団体 株式会社 清里の森管理公社 

所 管 部 局 森林環境部 

監査実施日  平成26年9月10日、10月9日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 平成 24 年度以前の未収入金が次のとおり認

められた。 （平成 25 年度決算日現在） 

 共益費         4,421,981 円 

受託業務料         19,950 円 

汚水処理場使用料        130,332 円 

合  計         4,572,263 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 決算報告書の個別注記表において、引当金の

計上基準として貸倒引当金については、「法人

税法の規定による繰入率によるほか、債権の内

容を検討して計上している」とあるが、未収入

金に比べ貸倒の可能性が高い長期未収入金（破

産債権等で事業年度の末日の翌日から起算し

て 1 年以内に返済を受けることができないこ

とが明らかなもの）の貸倒引当金についても、

未収入金の貸倒引当金と同様に法人税法の規

定による繰入率（未収入金の 6/1000）によっ

て計上しており、債権の内容を検討した計上が

 

１ 左記に対する平成27年3月31日現在の残

高については下記のとおりである。 

  共益費        3,986,578円 

  受託業務料        19,950円 

  汚水処理場使用料       0円 

  合  計       4,006,528円 

  訴訟や督促などにより未収入金の回収を

進めており、汚水処理場使用料については

平成26年度に全額回収した。共益費につい

ては、債権の約4割を占める法人が清算手続

中であることなどから平成26年度の回収は

435,403円に止まったが、今後とも債権回収

に努めていく。また、受託業務料について

は、債務者が支払を確約しており、平成27

年度中に全額回収できる見込みである。 

 

２ 長期未収入金については、県の滞納貸付

料処理と同様の対応としており、当年度内

に債権放棄や債務免除に該当する案件の見

込みがなかったことから、貸倒引当金は法

定繰入率による計上としている。 

 

 

 

 

 

 



 

 

行われていなかった。 

 

３ 平成 26 年 2 月の大雪時の対応（除雪作業等）

にあたった職員に、実績に応じて時間外勤務手

当を支給すべきところ、当公社に規程の定めが

ない県の規定による宿日直手当が支払われて

いた。 

 

４ 販売用資産について、棚卸しは年 2 回実施さ

れていたが、商品の受払が確実に管理できる書

類が作成されていなかった。また貸与用資産に

ついても、平成 24 年 4 月 1 日現在の管理台帳

は作成されていたが、その後の数量管理が行わ

れていなかった。 

 

５ 財務規程により、公社の会計及び財務に関

し、企業会計原則に基づき財政状況及び経営成

績を明らかにするとされ、同規程により流動負

債に未払消費税の勘定科目が設定されている

にもかかわらず、平成25年度の確定消費税につ

いて未払計上されていなかった。 

 

 

 

３ 当該職員については、宿日直手当163,505

円の返還を受けて、超過勤務手当407,943円

を支給した。 

 

 

 

４ 平成26年12月から、販売用資産について

は商品受払管理簿に毎月記載し管理してお

り、貸与用資産についても「備品管理台帳」

に毎月記載を行い確実な数量管理に努めて

いる。 

 

 

５ 消費税の会計処理には税抜方式と税込方

式とがあり、当社では税込経理方式を適用

している。このため、未払消費税は存在し

ないことから、貸借対照表に消費税の未払

計上がないものである。 

  なお、税法上は税抜経理方式も選択でき

るため、財務規程の貸借対照表様式に未払

消費税の表記があったが、当社経理方式を

明確にするため、平成27年度中に様式の修

正を行う。 

 

監査対象団体 公益社団法人 山梨県畜産協会 

所 管 部 局  農政部 

監査実施日  平成26年9月16日、10月20日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 住居手当の額の改定について、住居手当の額

の算定の基礎になる契約書及び認定書類が存

在しなかった。 

 

２ 会計規程第26条に「毎月10日までに前月分の

現金、預金の合計残高試算表を作成し、検算を

行い提出しなければならない。」と定められて

いるが、作成が遅延していた。 

 

１ 該当する職員から家賃改定時の住居届と

確認書類として住宅賃貸借契約書が提出さ

れ、認定書類の整備は完了した。 

 

２ これまで財務担当者2名で行っていた実

施事業の事務処理や財務会計等の業務の一

部を、契約職員にも割り振った。その結果、

財務会計処理を優先的に実施する体制が整

い、現在は遅延することなく合計残高試算

表を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査対象団体 学校法人 看護学園 

所 管 部 局  福祉保健部 

監査実施日  平成26年10月15日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

 固定資産（備品）の取得については、経理規

程及び経理規程施行細則で契約方法等を規定

しているが、補助対象経費となる固定資産（備

品）の取得において、同規程等で定められた見

積合わせを行わずに取得し、契約書も作成され

ていないものがあった。 

  

  固定資産（備品）の取得については、指

摘を受けて以後、見積合わせの実施・契約

書の作成を行っており、経理規程及び経理

規程施行細則を順守している。 

  

 

監査対象団体 甲府商工会議所 

所 管 部 局  産業労働部 

監査実施日  平成26年10月9日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

 記帳指導員への謝金について、所得税を源泉

徴収していなかった。 

 

 

税務当局に状況を説明し、指導を受けた

結果、平成 27 年 1 月の支払い分から源泉徴

収を行っている。 

 

監査対象団体 都留市商工会 

所 管 部 局  産業労働部 

監査実施日  平成26年10月9日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

 住居手当の認定について、住居手当の額を決

定するための更新契約書が添付されていない

ものがあった。  

 

平成 26年 10月の指導後､直ちに更新契約

書を添付した。 

 

 

監査対象団体 社会福祉法人 山梨県障害者援護協会 

所 管 部 局  福祉保健部 

監査実施日  平成26年10月7日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

１ 長期未収入金が次のとおり認められた。 

（決算日現在） 

（１）あけぼの医療福祉センター成人寮施設支

援サービス利用料金 （1 名）347,280 円 

（２）あさひワークホーム施設入所支援事業利

用料金 （2 名） 33,202 円 

 

 

 

 

 

 

１ 未納者には再三の督促を行ったが、 

（１）あけぼの医療福祉センター成人寮の 1

名については、退所後 5 年以上が経過

し未納者の所在が不明になっているた

め、平成 27 年度第 1 回理事会（5 月 27

日実施）において、平成 27 年度補正予

算で徴収不能額（欠損金）として処理

した。 

（２）あさひワークホームの 1 名について

は、指導後 3 月 2 日に本人に再請求す

ると、3 月中に 10,000 円の入金があり、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 扶養手当の支給において、平成25年度に満16

歳となった扶養親族である子２名分について、

満16歳の年度初めから加算されるべき5,000円

が加算されていなかった。 

 

３ 郵便切手の期末残高が、貸借対照表に資産と

して計上されていなかった。また、あけぼの医

療福祉センター成人寮については郵便切手の

使用枚数の管理は行っていたが、残高（枚数及

び金額）の管理がされていなかった。 

 

４ 平成 26 年 4 月 1 日に購入したフラットファ

イル等事務消耗品費 12,256 円については、平

成 26 年度の費用とすべきところ、平成 25 年

度の費用としていた。また、平成 25 年 3 月 25

日に購入した消耗品に係る平成 24 年度に行う

べき費用処理を、購入年度（平成 24 年度）に

行っておらず、平成 25 年度の費用として処理

していた。 

 

５ 山梨県の貸与備品について、基本協定書別紙

２「山梨県立あけぼの医療福祉センター成人寮

管理運営業務仕様書」第3-1(3)（備品の保守管

理業務）に定める備品台帳の整備がされていな

かった。 

 

６ 平成 26 年度の業務計画書について、基本協

定書第 18条第 1項の規定に基づき平成 26年 2

月末日までに山梨県に提出しなければならな

いところ、提出が遅延していた。 

残金 21,445 円は 5 月 11 日に入金され

た。また、1,757 円の 1 名については、

平成 25 年 4 月 18 日に死亡した旨、所

轄の東京都足立区より連絡があり、そ

の後の徴収が不可能なため、平成 27 年

度第 1 回理事会（5 月 27 日実施）にお

いて、平成 27 年度補正予算で徴収不能

額（欠損金）として処理した。 

 

２ 平成 25年度分の職員 2名の扶養手当は平

成 26 年 10 月 21 日支給した。 

 

 

 

３ 郵便切手の期末残高の確認を徹底すると

ともに、貸借対照表に資産として計上する。          

また、あけぼの医療福祉センター成人寮に

ついては、「郵便切手受払簿」により適正な

管理を行う。 

 

４ 今後は複数の職員で確認し、年度内に処

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 基本協定書のとおり整備した。 

 

 

 

 

 

６ 基本協定書第 18 条第 1 項の規定に基づ

き、平成 27 年度業務計画書は 2 月末日まで

に提出した。 

 

監査対象団体 山梨県職業能力開発協会 

所 管 部 局  産業労働部 

監査実施日  平成26年10月6日 

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等） 

（指導事項） 

清掃業務請負契約書外３件の契約書に、契約

解除のための暴力団排除条項が設けられてい

なかった。また、清掃業務請負契約書外１件の

 

  契約解除のための暴力団排除条項を設け

ていない契約について､変更契約又は覚書

の締結により契約解除のための暴力団排除



 

 

契約書に、印紙が貼付されていなかった。 

 

条項を追加した。 

  印紙が貼付されていなかった契約書に

は、監査終了後、印紙の貼付、割印をした。  

今後は契約内容､印紙貼付に不備がない

よう契約締結時に担当者と事務局長の2名

により最終確認を必ず行う。 

 

 

 


